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第98期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

計算書類の「個別注記表」
（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款の定めに基づき、当社ウ
ェブサイト（https://www.nisshoku.co.jp）に掲載することにより、株主
の皆様に提供しております。

表紙
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個　別　注　記　表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
⒈　資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　関連会社株式　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法
②　その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により
算定)

時価のないもの　　　　　　　　　　移動平均法による原価法
⑵　デリバティブの評価基準及び評価方法　　原則として時価法
⑶　たな卸資産の評価基準及び評価方法　　　移動平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下による簿価切下げ
の方法により算定）

⒉　固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）　　　定率法

　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用して
おります。
　また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで
償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）　　　定額法
　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。

⑶　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

－ 1 －
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⒊　引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

⑵　賞与引当金
　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑶　役員賞与引当金
　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上
しております。

⑷　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額
に基づき計上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当
事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってお
ります。数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、そ
れぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑸　環境対策引当金
　ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の処分等、環境対策に伴い発生する支出に
備えるため、処分費用見込額を計上しております。

⒋　重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建短期金銭債務（円建表示の仕入債務。但し為替差損益当社帰属の特約付）
については、当事業年度末の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。なお、為替予約の振当処理の対象となっている外貨建金銭
債務については、当該為替予約の円貨額に換算しております。

－ 2 －
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⒌　重要なヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要
件を満たしている場合は振当処理を採用しております。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘ ッ ジ 手 段 ヘ ッ ジ 対 象
為 替 予 約 外貨建買掛金等

⑶　ヘッジ方針
　当社の内部規定である「市場リスク管理規定」に基づき、為替変動リスクをヘ
ッジしております。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が一致しているため有効性の評価は省略
しております。

⒍　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税
及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。

(表示方法の変更に関する注記)
(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年
2月16日）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区
分に表示しております。

－ 3 －
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(貸借対照表に関する注記)
⒈　有形固定資産の減価償却累計額 63,741百万円
⒉　保証債務

金融機関に対するAMSCO社の借入債務 22百万円
（再保証）
金融機関等に対するAMSCO社の借入債務 87百万円
上記の債務保証は、三菱商事㈱による債務保証を当社が再保証したものであります。

⒊　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
⑴　金銭債権 短期金銭債権 11,013百万円
⑵　金銭債務 短期金銭債務 588　〃

(損益計算書に関する注記)
⒈　関係会社との取引高

⑴　営業取引高 売上 45,735百万円
仕入等 23,234　〃

⑵　営業取引以外の取引高 331　〃

⒉　減損損失に関する注記
　当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しました。

場　　所 用　　途 種　　類

静岡県富士市 遊休資産 建物

　当社は、富士工場（静岡県）と水島工場（岡山県）の２工場を主要設備とする「と
うもろこし加工事業」としてグルーピングを行っておりますが、将来使用が見込まれ
ない遊休資産については、個別資産ごとにグルーピングを行っております。
　上記資産については今後の使用が見込まれないため、帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失（11百万円）として特別損失に計上しております。な
お、当該資産の回収可能価額は使用価値を零として評価しております。

－ 4 －
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(株主資本等変動計算書に関する注記)
⒈　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当事業年度末
株 式 数

発行済株式
普通株式 6,400,000 － － 6,400,000

合　計 6,400,000 － － 6,400,000

自己株式
普通株式（注） 1,481,035 60 － 1,481,095

合　計 1,481,035 60 － 1,481,095
 

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加60株は、単元未満株式の買取りによるものでありま
す。

⒉　配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決　　議 株式の種類 配 当 金 の
総 額

１ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2018年６月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 332百万円 67.5円 2018年

３月31日
2018年

６月28日

⑵　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となる
もの

決　　議 株式の種類 配 当 金 の
総 額

１ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2019年６月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 122百万円 25.0円 2019年

３月31日
2019年

６月27日

－ 5 －
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(税効果会計に関する注記)
⒈　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
退職給付引当金 1,197百万円
賞与引当金 229　〃
資産除去債務 60　〃
その他 108　〃

繰延税金資産小計 1,595　〃
評価性引当額 △65　〃

繰延税金資産合計 1,530　〃
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △123百万円
その他有価証券評価差額金 △24　〃
その他 △2　〃

繰延税金負債合計 △150　〃
繰延税金資産の純額 1,379　〃

⒉　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な
項目別の内訳

法定実効税率 30.6％

（調　整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 4.9％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △17.0％
海外受取配当金源泉所得税 5.1％
研究費等の法人税額特別控除 △1.7％
評価性引当額の増減 1.8％
住民税均等割 2.7％
その他 0.1％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.5％

－ 6 －
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(金融商品に関する注記)
⒈　金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入
により資金を調達しております。売掛金及び電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、
その殆どが大手商社でありますが、経理規程に沿ってリスク低減を図っております。
また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の
把握を行っております。
　一時的な余裕資金は、短期的な貸付金により運用しております。
　借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であります。なお、デリバティブは市場
リスク管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

－ 7 －
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⒉　金融商品の時価等に関する事項
　2019年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額

（＊１）
時　　価
（＊２） 差　　額

⑴　現金及び預金 227 227 －

⑵　売掛金 11,037 11,037 －

⑶　電子記録債権 96 96 －

⑷　投資有価証券

その他有価証券 111 111 －

⑸　買掛金 （1,253） （1,253） －

⑹　短期借入金 （3,029） （3,029） －

⑺　長期借入金 （2,800） （2,808） （8）

⑻　デリバティブ取引

①　ヘッジ会計を適用していないもの 7 7 －

②　ヘッジ会計を適用しているもの （1） （1） －
（＊１）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（＊２）デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しております。
（注）⒈　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

⑴　現金及び預金、⑵　売掛金、⑶　電子記録債権
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

⑷　投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑸　買掛金、⑹　短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

⑺　長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想
定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

－ 8 －
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⑻　デリバティブ取引
①　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

区分 デリバティブ
取引の種類等

契約額
（百万円）

契約額のうち
１年超

（百万円）
時価

（百万円）
評価損益

（百万円）

市場取引以外の取引
為替予約取引
買建

米ドル 436 － 7 7
②　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

ヘッジ会計の方法 デリバティブ
取引の種類等 主なヘッジ対象 契約額

（百万円）
契約額のうち

１年超
（百万円）

時価
(百万円)

原則的処理方法
為替予約取引
買建

米ドル
買掛金

3,642 － △1

為替予約等の振当
処理

為替予約取引
買建

米ドル
買掛金

13 － (注１)
合計 3,656 － △1

（注）　時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。
（注１）為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理

されているため、その時価は、当該買掛金の時価に含めて記載しております（上記⑸　
参照）。

⒉　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区分 当事業年度
（2019年３月31日）

非上場株式 190

関係会社株式 371

　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるため、「⑷　投資有価証券　その他有価証券」には含めておらず、関係会社株式に
ついては、上記表に含めておりません。

－ 9 －
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⒊　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
当事業年度（2019年３月31日） （単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 227 － － －

売掛金 11,037 － － －

電子記録債権 96 － － －

合計 11,361 － － －

⒋　長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
当事業年度（2019年３月31日） （単位：百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金 3,029 － － － － －

長期借入金 400 － 2,400 － － －

合計 3,429 － 2,400 － － －

(持分法損益等に関する注記)
関連会社に対する投資の金額 371百万円
持分法を適用した場合の投資の金額 3,652　〃
持分法を適用した場合の投資利益の金額 475　〃

－ 10 －
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(関連当事者との取引に関する注記)
⒈　親会社及び法人主要株主等

種類 会社等
の名称 住所 資本金又

は出資金
事業の
内容

又は職業

議決権等の
所有(被所

有)割合(％)
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

親会社 三菱商事㈱ 東京都
千代田区 2,044億円 物品の売

買貿易
被所有

直接59.9

当社製品販売
の代理店契約
主要原料の仕
入等

製品の販売 45,735 売掛金 10,776

製品・原材
料等の購入 18,329 買掛金 223

 
（注）⒈　取引金額には消費税等が含まれておらず、また期末残高には消費税等が含まれており

ます。
⒉　取引条件及び取引条件の決定方針等

⑴　製品の販売等については、市場価格、総原価を勘案して、一般的取引条件と同様に
決定しております。また、販売高に対して一定の販売手数料を支払っております。

⑵　製品・原材料等の購入については、一般の取引条件と同様に決定しています。

⒉　兄弟会社等

種類 会社等
の名称 住所 資本金又

は出資金
事業の
内容

又は職業

議決権等の
所有(被所

有)割合(％)
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

親会社
の

子会社

三菱商事フ
ィナンシャ
ルサービス
㈱

東京都
千代田区 26億８千万円 企業金融

業他 なし 資金の貸付
資金の貸付 1,082 短期

貸付金 －

資金の借入 164 短期
借入金 629

親会社
の

子会社
三菱商事エ
ネルギー㈱

東京都
千代田区 20億円

各種石油
製品の販
売

なし 燃料の購入 燃料の購入 2,318 買掛金 412

 
（注）⒈　取引金額には消費税等が含まれておらず、また期末残高には消費税等が含まれており

ます。
⒉　取引条件及び取引条件の決定方針等

⑴　三菱商事フィナンシャルサービス㈱に対する利率その他の取引条件については、そ
の都度交渉の上決定しています。なお、資金の貸付及び資金の借入の取引金額は期
中平均残高を記載しております。

⑵　三菱商事エネルギー㈱に対する燃料の購入については、一般の取引条件と同様に決
定しています。
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(１株当たり情報に関する注記)
⒈　１株当たり純資産額 3,778円56銭
⒉　１株当たり当期純利益 57円72銭

 

（注）⒈　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載
しておりません。

⒉　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。
当期純利益 283百万円
普通株主に帰属しない金額 －百万円
普通株式に係る当期純利益 283百万円
期中平均株式数 4,918千株

(重要な後発事象に関する注記)
　該当事項はありません。
(退職給付に関する注記)
⒈　退職給付制度の概要

　当社では、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、
従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の
対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

⒉　退職給付債務に関する事項
退職給付債務 △3,967百万円
未認識数理計算上の差異 55　〃
退職給付引当金 △3,912　〃

⒊　退職給付費用に関する事項
勤務費用 234百万円
利息費用 22　〃
数理計算上の差異の費用処理額 60　〃
退職給付費用合計 316　〃

⒋　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
退職給付見込額の期間配分方法　　給付算定式基準
割引率 0.6％
数理計算上の差異の処理年数　　　５年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法によりそれ
ぞれ発生の翌期から費用処理しておりま
す。）

(資産除去債務に関する注記)
　資産除去債務は、主に一部の製造設備の石綿障害予防規則等に伴うアスベスト除去
に係る費用です。
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